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議案第２４号 

 

令和７年度井手町多賀地区簡易水道事業特別会計予算 

 

 令和７年度井手町の多賀地区簡易水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７１，８０６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起

債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方債」による。 

 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２０，０００千 

円と定める。 

 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用すること

ができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用。 
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           令和 ７年 ３月 ７日 提出 

 

            井 手 町 長  西 島 寛 道 
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金          額款

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

（単位：千円）歳 入

項

分 担 金 及 び 負 担 金1 377

分 担 金1 377

使 用 料 及 び 手 数 料2 30,155

使 用 料1 30,101

手 数 料2 54

財 産 収 入3 83

財 産 運 用 収 入1 83

寄 附 金4 1

寄 附 金1 1

繰 入 金5 11,187

一 般 会 計 繰 入 金1 5,448

基 金 繰 入 金2 5,739

繰 越 金6 1

繰 越 金1 1

諸 収 入7 2

預 金 利 子1 1

雑 入2 1

町 債8 30,000

町 債1 30,000

71,806歳              入              合              計



金          額款
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（単位：千円）歳 出

項

1 業 務 費 31,712

業 務 管 理 費 1 31,712

2 事 業 費 30,350

建 設 事 業 費 1 30,350

3 公 債 費 8,744

公 債 費 1 8,744

4 予 備 費 1,000

予 備 費 1 1,000

71,806歳              出              合              計



限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

　３０，０００千円 証書借入又は証券発行 8.0%以内 40ヶ年以内据置期間を
ただし、発行価格が額 。ただし、証券発行の （ただし、利率見直し 含む。ただし、町財政
面を下まわるときは、 方法による場合におい 方式で借入れる財政融 の都合により据置期間
その発行価格差減額を ては、発行価格は額面 資資金及び地方公共団 及び償還期限を短縮し
うめるため必要な金額 金額 100円につき99円 体金融機構資金につい 、もしくは繰上償還又
をこれに加算した額。 50銭以上とする。 て、利率の見直しを行 は低利に借換えするこ

った後においては、当 とができる。
該見直し後の利率）

起 債 の 目 的

第２表    地  方  債

水　道　事　業　債
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款 比     較前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

－6－

１　総　括
（単位：千円）歳 入

本 年 度 予 算 額

1 分 担 金 及 び 負 担 金 785 △408377

2 使 用 料 及 び 手 数 料 33,055 △2,90030,155

3 財 産 収 入 21 6283

4 寄 附 金 1 01

5 繰 入 金 1,548 9,63911,187

6 繰 越 金 1 01

7 諸 収 入 3 △12

8 町 債 20,000 10,00030,000

歳     入     合     計 71,806 55,414 16,392
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地 方 債

本年度予算額 比 較前年度予算額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国府支出金 そ の 他

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

歳 出

831 25,908 5,80431,712 31,629業 務 費

30,0002 20,350 10,00030,350 350事 業 費

1,5483 8,756 △128,744 7,196公 債 費

4 400 6001,000 1,000予 備 費

歳     出     合     計 71,806 55,414 16,392 30,000 1,631 40,175
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２　歳　入

（単位：千円）分担金1分担金及び負担金（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

377給水分担金1785水道事業分担金1 △408377 377給水分担金

△408785377計

使用料（項） 1使用料及び手数料（款） 2

30,100現年度分133,001水道使用料1 △2,90030,101 30,100現年度分

1滞納繰越分2 1滞納繰越分

△2,90033,00130,101計

手数料（項） 2使用料及び手数料（款） 2

54手数料154手数料1 054 54手数料

05454計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 3

83利子及び配当金121財産運用収入1 6283 83基金利子

622183計

寄附金（項） 1寄附金（款） 4

1寄附金11寄附金1 01 1寄附金

011計

一般会計繰入金（項） 1繰入金（款） 5

5,448一般会計繰入金11,548一般会計繰入金1 3,9005,448 1,548一般会計繰入金

3,900物価高騰対策水道使用料減免繰入金
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多賀地区簡易水道事業特別会計 5  繰入金

一般会計繰入金（項） 1繰入金（款） 5

3,9001,5485,448計

基金繰入金（項） 2繰入金（款） 5

5,739多賀水道事業基金10多賀水道事業基金1 5,7395,739 5,739多賀水道事業基金繰入金

繰入金繰入金

5,73905,739計

繰越金（項） 1繰越金（款） 6

1前年度繰越金11繰越金1 01 1前年度繰越金

011計

預金利子（項） 1諸収入（款） 7

1預金利子11預金利子1 01 1預金利子

011計

雑入（項） 2諸収入（款） 7

1雑入12雑入1 △11 1雑入

△121計

町債（項） 1町債（款） 8

30,000簡易水道事業債120,000水道事業債1 10,00030,000 30,000簡易水道事業債

10,00020,00030,000計
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３　歳　出

（款） 1 業務費 （項） 1 業務管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1業務管理 16,331 14,269 2,062 83 16,248 1報 酬 88 ○給与費 6,092

費 　 2給料 2,997
2給 料 2,997     　職員 2,997

　 3職員手当等 1,778
3職員手当等 1,778     　職員期末勤勉手当 1,170

    　地域手当 120
4共 済 費 927     　住居手当 288

    　超勤手当 200
8旅 費 21 　 4共済費 927

    　共済組合 899
10需 用 費 380     　厚生会 18

    　公務災害 10
11役 務 費 1,597 　18負担金、補助及び交付金 390

○業務管理費 10,143
12委 託 料 6,868 　 8旅費 15

　10需用費 378
18負担金､補助 490 　11役務費 1,597
及び交付金 　12委託料 6,868

　18負担金、補助及び交付金 100
22償還金､利子 1 　22償還金、利子及び割引料 1
及び割引料 　24積立金 84

　26公課費 1,100
24積 立 金 84 ○上下水道事業経営等審議会 96

　 1報酬 88
26公 課 費 1,100     　委員等報酬 88

　 8旅費 6

　10需用費 2

2事業振興 15,381 11,639 3,742 15,381 3職員手当等 100 ○事業振興費 15,381

費 　 3職員手当等 100
8旅 費 9     　超勤手当 100

　 8旅費 9
10需 用 費 12,725 　10需用費 12,725
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多賀地区簡易水道事業特別会計 1  業務費

（款） 1 業務費 （項） 1 業務管理費

11役 務 費 355 　11役務費 355

　12委託料 352
12委 託 料 352 　13使用料及び賃借料 53

　15原材料費 1,000
13使用料及び 53 　17備品購入費 787
賃 借 料

15原 材 料 費 1,000

17備品購入費 787

計 31,712 25,908 5,804 83 31,629

（款） 2 事業費 （項） 1 建設事業費

1建設事業 30,350 20,350 10,000 30,000 350 10需 用 費 340 ○建設事業費 30,350

費 　10需用費 340
11役 務 費 10 　11役務費 10

　12委託料 19,000
12委 託 料 19,000 　14工事請負費 11,000

14工事請負費 11,000

計 30,350 20,350 10,000 30,000 350

（款） 3 公債費 （項） 1 公債費

1元金 7,741 7,295 446 548 7,193 22償還金､利子 7,741 ○長期債元金 7,741
及び割引料 　22償還金、利子及び割引料 7,741

2利子 1,003 1,461 △458 1,000 3 22償還金､利子 1,003 ○長期債利子 1,000
及び割引料 　22償還金、利子及び割引料 1,000

○一時借入金利子 3

　22償還金、利子及び割引料 3

計 8,744 8,756 △12 1,548 7,196
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（款） 4 予備費 （項） 1 予備費

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1予備費 1,000 400 600 1,000 ○予備費 1,000

 予備費 1,000

計 1,000 400 600 1,000



職員数 報　　酬 給　　料 期 末 手 当 地 域 手 当 その他の手当 計 共　済　費 合　　計 備　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

8

88

議　員

88 88

計

8

8888 88

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　　特　　別　　職

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区　　　分

長　等

本年度

76

76

76

比　較

長　等

議　員

8 76

前年度

長　等

議　員

8 76

計 76

12 12

1212

計 12

12
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本年度

前年度

比　較

管理職特別

特勤手当 超勤手当   勤務手当

（千円） （千円） （千円）

300

300前年度

本年度

比　較

２　　一　　般　　職

内　　　訳

1

（人）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

（千円）

報　　酬

1,878

78

区　分

　　　（１）　総　　　括

給　　料

△ 78

△ 1,376△ 284

△ 414 288 △ 51 120

△ 957

51

（千円）

1,170

（千円）

9274,875

（千円）

120

（千円）（千円）

288

△ 1,092

2,013 5,967

通勤手当住居手当区　分 扶養手当

1,211

地域手当

（千円）

7,178

5,802

（千円）

管理職手当

（千円）（千円）

備　　　考共 済 費計 合　　　計

（千円）

期末勤勉手当

3,954

1,584

職員数

職員手当の

1

△ 135

職員手当

（千円）

2,997



本年度

前年度

比　較

管理職特別

特勤手当 超勤手当   勤務手当

（千円） （千円） （千円）

300

300

120比　較 △ 78 △ 414 288 △ 51

120

内　　　訳
前年度 78 1,584 51

本年度 1,170 288

地域手当 管理職手当

職員手当の （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　分 扶養手当 期末勤勉手当 住居手当 通勤手当

△ 1,376△ 957 △ 135 △ 1,092 △ 284

（千円） （千円）

5,802

1 3,954 2,013 5,967 1,211 7,178

1 2,997 1,878 4,875 927

備　　　考職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　　計

（人） （千円） （千円） （千円）

２　　一　　般　　職

区　分

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　（ア）　会計年度任用職員以外の職員

（千円）
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本年度

前年度

比　較

管理職特別

特勤手当 超勤手当   勤務手当

（千円） （千円） （千円）

比　較

内　　　訳
前年度

本年度

地域手当 管理職手当

職員手当の （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　分 扶養手当 期末勤勉手当 住居手当 通勤手当

（千円） （千円）

備　　　考職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　　計

（人） （千円） （千円） （千円）

２　　一　　般　　職

　　　（イ）　会計年度任用職員

区　分

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

（千円）



平均昇給率 0.47％

扶養手当 △ 78

期末勤勉手当 △ 414

住居手当 288

通勤手当 △ 51

地域手当 120　　その他の増減分

備　　考

　　その他の増減分

　　昇給に伴う増加分

△ 971

△ 135

職員手当

△ 957

　　給与改定に伴う増減分

△ 135

給 料 等 14

　　制度改正に伴う増減分

　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　額

（千円）

区　分

（千円）

説　　　明増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳
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（ア）　会計年度任用職員以外の職員

平均昇給率 0.47％

扶養手当 △ 78

期末勤勉手当 △ 414

住居手当 288

通勤手当 △ 51

地域手当 120

　　その他の増減分 △ 971

職員手当 △ 135

　　制度改正に伴う増減分

　　その他の増減分 △ 135

備　　考

（千円） （千円）

区　分 増　減　額 増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳 説　　　明

給　　料 △ 957

　　給与改定に伴う増減分

　　昇給に伴う増加分 14

　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細



（イ）　会計年度任用職員

　　その他の増減分

職員手当

　　制度改正に伴う増減分

　　その他の増減分

備　　考

（千円） （千円）

区　分 増　減　額 増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳 説　　　明

報　　酬

　　給与改定に伴う増減分

　　昇給に伴う増加分

　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細
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（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　　　　　イ　初　　任　　給

区　　　　分

（円）

一　般　行　政　職

区　　　　　　　　　　　　　分

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在 平均給与月額

平 均  年 齢

技　能　労　務　職

　　　（３） 給料及び職員手当の状況

平均給料月額

平均給与月額

平 均  年 齢

平均給料月額

　　　　　ア　職員１人当たり給与

188,000

220,000 220,000

185,700

328,800

国　　　　　の　　　　　制　　　　　度

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

　　　　　　　　　　　　　　―                               

（円）

188,000高　校　卒

大　学　卒

188,000

220,000

一　　般　　行　　政　　職

248,600

272,600

27.42

（円）

48.00

技　　能　　労　　務　　職

339,500

（円）



保   育   士

園　　　　　長

主        事 所　　　　　長

技        師 局　　　　　長

区　　　　分 １　　　級 ２　　　級 ３　　　級 ４　　　級 ５　　　級 ６　　　級

職　　　名

主   事   補 主        事 係        長 課　長　補　佐 課　　　　　長 理　　　　　事

技   師   補 技        師 主        査 園　長　補　佐 館　　　　　長 次　　　　　長

保 育 士  補 保   育   士 主        任

計100.01

構成比（％）

１ 級

級

（級別の標準的な職務内容）

６ 級

３ 級

４ 級

２ 級

６ 級

計

１ 級

５ 級

100.0

技　　能　　労　　務　　職

５ 級

100.0

構成比（％）

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

職員数（人）

　　　　　ウ　級　別　職　員　数

１ 級

区　　　分

令和７年１月１日現在

２ 級

３ 級

４ 級

1

一　　般　　行　　政　　職

100.01

令和６年１月１日現在

級 職員数（人）

６ 級

計

１ 級

２ 級

４ 級

５ 級

６ 級

計

1３ 級
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合　　計

（人） 1

本 （人） 1

　１号給 （人）

　２号給 （人）

年 　３号給 （人）

　４号給 （人）

　５号給 （人） 1

度 　６号給 （人）

　７号給 （人）

（％） 100.0

（人） 1

前 （人） 1

　１号給 （人）

　２号給 （人）

年 　３号給 （人）

　４号給 （人） 1

　５号給 （人）

度 　６号給 （人）

　７号給 （人）

（％） 100.0

　号給数別内訳

　号給数別内訳

100.0

　比率（Ｂ）／（Ａ）

　職員数（Ａ）

100.0

　昇給に係る職員数（Ｂ）

1

1

1

　　　　　エ　昇　給

区　　　　　　　　　　　　　分

　職員数（Ａ）

　昇給に係る職員数（Ｂ）

　比率（Ｂ）／（Ａ）

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

1

1

1



　　　　　オ　期末手当・勤勉手当

　　　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最 高 限 度
（月分）

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

　　　　　キ　地　域　手　当

前　　年　　度

区　　　　　　　　分
　６ 月　(月分)

国　の　制　度

2.25

2.30

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

2.30本　　年　　度 2.30

2.25

2.30

支　給　対　象　地　域

支給対象職員数

国の指定基準に基づく支給率

支　　給　　率

区　　　　　　　　分

支　給　率　等

国　の　制　度
（支給率等）

支給率計（月分）

4.60

4.50

4.60

　１２月　(月分)

有

有

有

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　考

京都府

４%

１人

４%

備　　考

定年前早期退職特例措置
（３％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置
（３％～４５％加算）

その他の加算措置等
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　　　　　ク　特　殊　勤　務　手　当

　　　　　ケ　そ　の　他　の　手　当

給料総額に対する比率　（％） － － －

区　　　　　　　　分 全　　職　　種

代　　表　　的　　な　　職　　種

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

支給対象職員の比率　（％）
（令和７年１月１日現在）

－ － －

代表的な特殊勤務手当の名称 感染症の防疫作業に従事する職員の特殊勤務手当、死体処理に従事する職員の特殊勤務手当

区　　　　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 異 控除額及び支給額

通　　勤　　手　　当 同



地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位　千円）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

1 普 通 債 69,102 71,107 30,000 7,741 93,366

（１） 簡 易 水 道 債 69,102 71,107 30,000 7,741 93,366

69,102 71,107 30,000 7,741 93,366

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

合計
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